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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
 大いに期待したクライマックスシリーズ最終戦ではあったが、広島カープは読売ジャイアンツに3連敗し、日本シリーズへの挑戦権獲得は出来なかった。かくして、楽天の田中将大と前田健太の投げ合いは、今年は実現できなかったということになる。来年、もし田中が大リーグに転出しなければ、セパ交流戦でみられるかもしれないが、それとてもうまく日程が合えば、と言う前提なのでなかなか難しいことだろう。願わくば、両チームが来年日本シリーズに進出して、雌雄を決っするのが一番早い道かもしれない。もっとも、遠い夢なのかもしれない。
　臨時国会始まる、アベノミクスも含めて大いなる論戦を
　さて、国会が始まり、各党の代表質問が終わった。今日からは衆議院の予算委員会が始まり、いよいよ本格的な論戦が始まろうとしている。アベノミクスの評価、TPPの今日までの動き、さらには秘密保護法の制定や集団的自衛権問題など、おおいに論戦を通じて明らかにしてもらいたい課題が山積している。12月6日までの53日間という短い日程でしかなく、どこまで突っ込んだ論戦になり得るのか、心配ではある。
気になる発言としてハーバート大学のフェルドシュタイン教授が、朝日新聞のインタビューに応じた記事が日曜日に掲載されていて、「黒田緩和は危険」と警告を発していることだろう。黒田氏との直接的なやり取りがニューヨークであったようで、黒田日銀総裁は金融緩和と金利上昇を両立させていくことに自信を示したとある。フェルドシュタイン教授が言うように、常識的には「物価上昇と通貨安は金利上昇を招く」わけで、それを無理して金利の上昇を抑え込めば、その無理が必ずどこかで爆発するに違いない。危険な政策であることを警告していることを知る必要がある。アベノミクスの行く末について、国会での論戦に期待したい。
アメリカの上院・下院のねじれ、デフォルトの危険も心配
　心配と言えば、つい最近まで世界の多くの人たちが心配していたのがアメリカの財政の壁問題である。17日を過ぎるとアメリカ国債の金利も支払うことが不可能になる、即ちデフォルトの危険性が高まっていたのだ。当然のことながらオバマ大統領をはじめ、民主・共和両党の上下両院のリーダーたちの努力によって辛うじてその危機は逃れたのだが、問題の根源は、上院と下院の多数派が異なる、いわゆる「ねじれ」によって法案や予算案が決まらなくなっているのだ。いろいろな要素がからんでいるのだが、特に共和党のティーパーティ派と言われる強硬派が大きな力を持ち始め、小選挙区での候補者決定でも共和党穏健派を蹴落とし始めているという。一頃の日本と同じ状況が続いていることを思うと、何とも言えない気分になってしまう。世界の経済のリーダーがこの体たらくでは、いつ何時リーマンショック以上の経済危機をもたらすかもしれず、アメリカそのものが世界的経済危機の要因になる危険性に当分悩まされるに違いない。
　捻じれ解消、でもそれで日本のガラパゴス政治は解消するのか
　一方日本では、参議院選挙での自民・公明両党の勝利によって、ねじれ国会がようやく終わった。ちょうど安倍総理が今から6年前の07年7月の参議院選挙で敗北して以来、一時的に鳩山内閣の時代に国民新党と社民党との連立でもって辛うじてねじれが解消できていたのだが、10年7月の参議院選挙で菅内閣が敗北して以降、再議決に必要な衆議院の3分の2以上の議席も確保できず、完全な捻じれとなり、二進も三進もいかなくなったことが民主党政権の命取りの要因の一つになったことを忘れることはできない。それでは、ねじれが解消できたからと言ってこれからの政治は円滑に進んでいけるのだろうか。
　野中学習院大教授の『さらばガラパゴス政治』に学ぶ日本の政治
　じつは、学習院大学の野中尚人教授の最新の著作である『さらばガラパゴス政治』(日本経済新聞社)が指摘するように、アベノミクスは順調そうだが、政治の現実について「日本の政治や統治のメカニズムは基本的に壊れたままであり、まだその修復ができないままに坂道を転げ落ちている」(前掲書1ページ)と厳しくみておられる。また、ガラパゴス政治とは、他の先進国では当然のように進められてきた政治の仕組みにかかわる改革・改良が、日本では全く行われず、取り残されてしまっているから名づけられたのだ。特に、55年体制の下、政権交代が無い中で、万年野党であった社会党などを抱き込むために、政府・与党が決定し実行するのを邪魔するための仕組みやルールが強められてきた面があり、「決められない政治」が常態化しているとしている。
　日本の総理大臣権限の弱さ、議院内閣制の持つ問題点
まず、指摘されているのが日本の総理大臣の権限の弱さである。4つの大きな問題を指摘されている。
1 絶望的に時間が無い、国会への拘束
2 本来の首相が持つべき権限が与えられていない(例として、閣議決定)
3 行政組織の編成権限が無い(国家戦略局設置は本来1日で出来る)
4 毎年のように重大な選挙がある
　さらに、日本の議院内閣制の持つ問題点として
1 悪しき国会至上主義(「それは、国会がお決めになることです」と総理が発言)、強大なストッパーとして機能
2 恐ろしく形骸化し機能しない国会、強いけれど中身は全くなし
3 政治的統合力の無い政府・内閣(積年の官僚依存構造から脱却できず、橋本行革はあったものの政管関係は改革できず)
4 ガバナンスを喪失した政党(個人と派閥が好き勝手に離合集散)
　の4点を挙げておられる。
こうした中で、55年体制が崩壊し、政権交代が起きるようになったわけで、日本の政治も大きな転換点を迎えており、改革のチャンスと見ている。
お互いにねじれ国会で困難に直面、決められる国会へ改革を
それでは、今度の国会から今指摘されたような課題を解決していくための入口は開けたのだろうか。総理大臣の国会への出席時間が多すぎる点について問題が指摘されたことがあるが、与野党での話し合いがもたれ問題解決に向けた協議が続いているとは寡聞にして聞いていない。もちろん、効率よく法案の審議が進むことが良いことだ、とは言えないものの、今の日本のねじれ国会における審議で、予算は通っても予算関連法案である特例公債法案が参議院で反対すれば可決できなくなり、結果として総理大臣の首と引き換えに特例公債法案が辛うじて成立するという実態にある。あまりにも強すぎる権限が参議院に与えられていることの弊害が出ている。この弊害については、お互いに政権を掌握しているときにねじれを経験する中で痛感させられたことであり、何とかして国会における妥協が成立させられないものか、ここは虚心坦懐に話し合いを進め、きちんと決められる国会へと転換させる必要があろう。
残念ながら、このような問題を真正面から議論したということになっていないようだ。なるほど、今はアベノミクスが順調に進んでいると見られ、安倍内閣の支持率が高くなっている。それ故、内閣主導で消費税の引き上げや法人税の引き下げ問題などが進められており、かつての自民党税制調査会の力も低下したのではないか、とさえ言われ始めている。
強すぎる国会でよいのか、55年体制の国対政治からの脱却を
しかし、今の日本の国会では、政府は法律を作って国会に上程までは出来ても、ひとたび国会に持ち込まれれば、あとは国会での与野党協議の場でその取扱いは進められるわけで、政府側は一切の権限を持てなくなる。国会と言うところは、その意味では国対政治と言われる過去の慣例や国会法によって強く規制されており、与党側からの協力が無ければ法案は成立できなくなる。現に、内閣が提案した法案が、与党の側のサボタージュなどで成立できなかった事例は枚挙にいとまがない。国会で待与野党の協議自体は否定されるものではないし、建設的な修正協議なども必要になる。しかし、協議が整わなくなり、与党側が強行採決をすると世論の反発もあり、なかなか次の重要法案の成立が困難になることも多い。
今こそ、立法府の改革から政治と官僚の関係改革を
それだけに、これからの国会改革は総理大臣の国会出席時間数の削減だけでなく、もっと政府・行政側と国会・立法府の関係や、衆議院と参議院の権限の問題や政治と官僚との関係など多岐にわたる統治機構の改革こそが今求められているのではなかろうか。自民党・公明党と言う今の政府与党側だけでなく、民主党も政権政党を経験したわけで、自分たちが政権を担当したときに問題だと感じた制度上の問題点について、今こそ大きな改革にタッチすべき時ではなかろうか。アベノミクスがやがて躓いてきて、国民の支持率が低下してくれば、与党側からの安倍政権に対する不満や批判も強くなるわけで、政権に勢いがある時にこそ統治機構の改革を進める時ではなかろうか。その改革ができたとき、名宰相として歴史に名を残すことになるに違いない。
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